
   

番 

号 
① 

項

目 

災害時・非常時において、地域が協力して子どもたちの安全を守れるよう、学童保育

所と小学校との日常的な連携と連絡体制確保の必要性を、小学校等へ周知してくださ

い。 

（回答） 

国の示す「放課後児童クラブ運営指針」に基づき、各放課後児童クラブの状況に応じて学

校及び地域との連携に取り組んでいただいているとともに、令和６年４月から安全計画を

策定し、児童の安全確保に努めていただいているものと考えております。 

また、各区及び各小学校に対し、各校区にある放課後児童クラブの実施場所や連絡先につ

いて、情報提供するなど連携支援を行っております。 

 

担

当 

こども青少年局 企画部 青少年課（放課後事業グループ） 

電話：06-6684-9559 

 

  



番 

号 
② 

項

目 

安心安全を確保と豊かな保育内容を両立するためには、学童保育所で働く支援員・補

助員のなり手不足を解消する必要があります。また、年々事務処理等の直接的な育成

支援以外の業務も増加しています。少ない職員体制ではできることも限られてしまい

ます。国が予算化している育成支援以外の業務にあたる職員確保のための「放課後児

童クラブ育成支援体制強化事業」や、大阪市においてはすでに各施設で補助要件が満

たされていて、抜本的な職員の処遇改善につながる「放課後児童支援員等処遇改善等

事業」を大阪市においても予算化してください。 

（回答） 

放課後児童クラブにおける職員確保については、「放課後児童支援員キャリアアップ処遇

改善事業」を実施するとともに、令和４年２月からは、放課後児童支援員に加え補助員も含

めた職員の処遇を改善するため、賃上げ効果が継続されることを前提として、収入を３％程

度引き上げるための補助を実施しています。 

加えて、令和６年度より、国の新基準を踏まえた「常勤の放課後児童支援員を２名以上配

置した場合」の補助基準を新設し、令和７年度より、障がい児受入推進加算について、障が

い児を受け入れるために職員を追加で配置した場合も補助対象とし、補助を行っています。 

 また、「放課後児童クラブ育成支援体制強化事業」の経費につきましては、既に大阪市留

守家庭児童対策事業の運営費補助金の対象経費に含まれております。 

担

当 

こども青少年局 企画部 青少年課（放課後事業グループ） 

電話：06-6684-9559 

 



番 

号 
③ 

項

目 

府内の他市に比べ高額となっている保育料や様々な理由で、学童保育所への入所を断

念している家庭が存在しており、結果的に事業目的・趣旨の違う事業を選ばざるを得

ない状況が生まれています。本来、各家庭が必要としている事業目的に沿った事業を

選択できるように、まずは、各事業の趣旨目的の周知とニーズ調査を行い、結果を公

表してください。 

（回答） 

本市における放課後児童施策は市内の全ての小学校区において、留守家庭児童を含むす

べての児童を対象に無料で実施している「児童いきいき放課後事業」を中心とし、留守家庭

児童を対象とする放課後児童健全育成事業を実施する民設民営の事業者（放課後児童クラ

ブ）への補助事業である「留守家庭児童対策事業」を補完的役割としており、事業者に対し

ては事業に要する経費の一部を補助しているところです。 

担

当 

こども青少年局 企画部 青少年課（放課後事業グループ） 

電話：06-6684-9559 

 



 

番 

号 
④ 

項

目 

現在小学校において、教職員の負担を減らすために、地域からの配布物の依頼が断ら

れています。放課後児童健全育成事業は法に位置付く事業であり、福祉事業として市

民サービスに直結するものですので、小学校在所児に対する広報等の検討と、保育所

等に通う就学前児童に対する広報について、大阪市のホームページ以外の広報を検討

してください。 

（回答） 

「留守家庭児童対策事業」は、民設民営で実施する留守家庭児童を預かる取り組みに対す

る補助事業であることから、各事業者において広報活動等を行われるのが基本と考えてお

ります。 

その上で、事業を所管しているこども青少年局において、市民からの問い合わせや相談な

どに応じるとともに、本市ホームページにおいて、放課後児童クラブの実施場所や連絡先を

掲載し周知を図っており、令和６年３月から、希望する放課後児童クラブについては、それ

ぞれの放課後児童クラブのホームページへ移行できるよう、リンクの貼り付けを行ってお

ります。 

また、留守家庭児童対策事業の実施場所や連絡先をまとめたパンフレットを作成してお

り、各区への配布や、各小学校への情報提供など、周知を図っております。 

担

当 

こども青少年局 企画部 青少年課（放課後事業グループ） 

電話：06-6684-9559 

 


